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大槌町復興推進計画 

 

平成 28 年 月 日 

岩手県大槌町 

 

１ 計画の区域 

 

  岩手県大槌町 

 

２ 計画の目標 

  

  大槌町は、岩手県内でも東日本大震災による特に大きな被害を受けた自治体の一つであり、津

波による市街地の大部分の流失、及び大規模火災による焼失が起因となり、甚大な被害を受けた。

町内における家屋被害は、全壊・半壊 4,167 棟、一部損壊 208 棟であり、被災率は 68.2％であっ

た。町内の商工業者の被害額は、建物、機械設備、商品等合計 14,039 百万円にも上り、商店数は

約５分の１に減少した。 

  当町としては、一刻も早い復興の実現に向けて、土地利用の転換や大規模な都市基盤の整備、

産業復興による町民の生活基盤の再建等に取り組んでいる状況であり、当町の特性、社会情勢の

変化、復興事業による都市構造の再編を鑑みた上で、本計画の集積区域である町の中心部を再生

する必要がある。 

平成 26 年３月に改定した「大槌町東日本大震災津波復興計画基本計画」（改定版）では、復興

まちづくりの戦略体系における基本方針の１つとして経済産業基盤の整備を掲げており、町方周

辺地区においては、公共公益的な施設や商業施設を集積し、当町の中心市街地として復興するこ

ととしている。吉里吉里地区においては、国道 45 号の西側を嵩上げして商業系を含む居住エリ

アとするとともに、砂浜の広がる海を活かした、住民と来訪者が海とのつながりを感じることが

できる場を再生することとしている。 

町の中心部における商業拠点化を図るに当たっては、単に被災前の状況に戻すのではなく、将

来的な都市の経営コストを削減した持続性の高いコンパクトなまちづくりを進める。町方地区の

中心市街地に建設する図書館や多目的ホール等が入る復興拠点施設や共同店舗、周辺部に配置さ

れる災害公営住宅などを加味した上で、戦略的に賑わいが創出される仕組みを構築し、子どもか

ら高齢者までが集うコミュニティの場を創生する。本計画の遂行によって、当町中心部だけでは

なく、他地域の再建に係るモデル及び契機になり、波及効果は、当該地域住民の生活基盤の整備

に留まらず、町内全域における産業復興に寄与するものと思料される。 

 

３ 計画の目標を達成するために推進しようとする取組の内容 

 

  当町の町方周辺地区及び吉里吉里地区は、町内における総人口の多くを占めており、経済面の

中心を成していることから店舗や事業所が集積していた地域であったが、東日本大震災によって

甚大な被害を受け、町民の生活機能が喪失してしまった。加えて、震災前から続く商工業者の衰

退や労働人口の減少を鑑みると、被災事業者のハード面での再建はもちろんのこと、再建後にい

かに経営を安定化させるか、そして、町外事業者の町内進出や新規創業者の支援を強化すること

で町内事業者の底上げを進めることが必要である。 

そこで、以下の取組の推進を通じて事業者を活性化させ、中心部に足を運んでもらい賑わいの

創出と売上の向上を図り、先に掲げる目標の達成を目指す。 

 

（１）効果的な商業・サービス機能の集積 

   震災前から当該エリアで営業していた事業者を中心に、町民の地域に対する誇りや愛着を大

切にする町にすると同時に、生活形態や社会構造の変化に対応し、将来的な都市の経営コスト
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を削減した持続性の高いコンパクトなまちづくりを進める。 

   生活を支える小売業等を集積し、住宅地近郊には生活関連サービス業、役場付近には士業を

中心とした専門サービス業、駅前には金融サービスや旅行業など効果的に事業者を配置し、人

の導線を作り来町者の増加と消費活動を繋ぎ合わせて賑わいの再生を図る。 

 

（２）機能的な都市基盤の整備 

   適切な避難施設の配置や災害情報発信の高度化等を図り、高齢者や障がい者、観光客などを

含む全ての町民や来訪者が津波の際に避難を可能にするための道路インフラ整備や、町民が居

住地から勤務地や公共公益施設等へと快適に移動できる交通網の再編を進める。 

 

（３）ニーズに対応した住宅の整備 

   震災により住宅を失った住民に対し、多様な住宅形態に配慮しながら、新築住宅再建の支援

や災害公営住宅の整備等、町内において安全・安心に暮らしていくための生活基盤を整える。 

 

４ 復興産業集積区域の区域 

 

  別添【資料１】に示すとおり。 

   「大槌町復興産業集積区域」 

 

５ 計画の区域において、実施し、又はその実施を促進しようとする復興推進事業の内容及び実施

主体に関する事項並びに復興推進事業ごとの特別の措置の内容 

   

（１）法第２条第３項第２号のイの復興推進事業 

 

① 復興産業集積区域において集積を目指す業種並びに集積の形成及び活性化の効果 

 

（ア） 下記（イ）の業種の集積の形成及び活性化を目指す復興産業集積区域 

４に記載する区域 

 

（イ） 上記（ア）の復興産業集積区域において、その集積の形成及び活性化を目指す特定の

業種 

 

     07 職別工事業（設備工事業を除く）、08 設備工事業、43 道路旅客運送業、56 各種商品

小売業、57 織物・衣服・身の回り品小売業、58 飲食料品小売業、59 機械器具小売業、

60 その他の小売業、622 銀行（中央銀行を除く）、63 協同組織金融業、641 貸金業、67

保険業、68 不動産取引業、693 駐車場業、704 自動車賃貸業、7092 音楽・映像記録物賃

貸業、72 専門サービス業、741 獣医業、742 土木建築サービス業、746 写真業、77 持ち

帰り・配達飲食サービス業、78 洗濯・理容・美容・浴場業、791 旅行業、796 冠婚葬祭

業、799 他に分類されない生活関連サービス業、809 その他の娯楽業、817 専修学校，各

種学校、823 学習塾、824 教養・技能教授業、83 医療業、85 社会保険・社会福祉・介護

事業（851 社会保険事業団体及び 852 福祉事務所を除く）、89 自動車整備業、90 機械等

修理業 

     ※上記の業種の内、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法

律第 122 号）の規定による規制の対象となる業種を除く。 

 

（ウ） 集積の形成及び活性化の効果 

    本計画における集積区域は、居住人口も多く、当町の歴史、文化、経済などの中心地

であり、店舗や事業所が集積していた地域である。東日本大震災により建物が壊滅的な

被害を受けたことから、雇用機会の確保のためには商工事業者の再建が不可欠である。
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併せて、従前よりも利便性が高く、機能的なコンパクトなまちづくりを推進し、生活関

連産業の移転集約を図ることにより、新たな産業の新規立地も促進され、雇用の場を提

供することが期待される。 

 

② 雇用等被害地域及び雇用等被害地域を含む市町村 

 

   津波により浸水し直接の被害が生じた地域で別添で図示する地域。 

（別添【資料２】参照） 

【設定の理由】 

   当町は、東日本大震災により、強烈な揺れとともに、沿岸地域を襲った巨大な津波によって、

町全域にわたって甚大な被害が生じた。 

   死者数等の人的被害は、当時の人口の 8.0％、住家被害は、全家屋の 68.2％に及んだほか、

企業、農地、漁港などの広範囲にわたり被害が生じた。 

   町内の事業所数は、震災前の平成 21 年が 783 事業所であったのに対し、平成 26 年は 356   

事業所と大幅に減少しており、町内の事業所や雇用者数は、いまだ震災前の水準には戻ってい

ない。（別添【資料３】参照） 

 

③ 特別の措置 

 

（ア） ①のイの業種に属する事業を実施する指定事業者（指定法人）に対する法人税又は所

得税の課税の特例（法第 37 条から第 40 条の規定に基づく措置） 

 

（イ） ①のイの業種に属する事業を実施する指定事業者（指定法人）に対する事業税、不動

産取得税又は固定資産税の課税免除又は不均一課税に伴う措置（法第４３条の規定に基づ

く措置） 

 

④ 関連して実施される一般復興事業の内容とその実施主体 

 

ア 町方地区津波復興拠点整備事業（実施主体：大槌町） 

町方津波復興拠点地区は、津波復興拠点整備事業により、公益的施設及び商業・製造及び流

通業の立地を誘導し、周辺市街地と調和のとれた良好な都市環境と魅力的な街並みを形成する

とともに、安全で快適な市街地の形成を目指す。 

 

イ 町方地区土地区画整理事業（実施主体：大槌町） 

 地区住民の安全確保のため、嵩上げした土地を区画整理の手法を用いて整備し、市街地の復

興を進めていく。 

 

ウ 災害公営住宅整備事業（実施主体：岩手県、大槌町） 

 住宅を失った被災者の居住の安定を図るため、住宅供給を推進する必要があることから、災

害公営住宅等の整備を行い、被災者の生活再建を支援する。 

 

エ 中小企業等グループ施設等復旧整備補助金（実施主体：経済産業省、岩手県） 

地域コミュニティの維持に不可欠な商業機能を担う商店街等において、被災事業者がグル

ープを形成して復旧・復興事業を行う場合の経費を補助する。 

 

オ 中小企業被災資産復旧事業費補助金（実施主体：岩手県、大槌町） 

   被災事業者に対し、被災資産の復旧に要する経費を補助する。 
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カ 大槌町起業促進補助金（実施主体：大槌町） 

  町内での起業希望者に対し、起業費用の一部を補助する。 

 

キ 大槌町ＵＩターン就業支援事業助成金（実施主体：大槌町） 

町内への移住・定住及び就業定着を促進するため、一定の要件を満たした大槌町への転入者

へ助成金を交付する。 

 

ク 大槌町観光物産イベント運営費補助金（実施主体：大槌町） 

   各種団体やＮＰＯ等が観光・物産ＰＲの目的で交流人口拡大につなげるため実施するイベ

ント等に対して補助する。 

 

ケ おおちゃん融資制度事業（実施主体：大槌町） 

   町内事業者が岩手県中小企業向け融資制度を利用した場合、町が利子の一部と信用保証料

の全額を補助。なお、新規創業者の場合は利子と信用保証料の全額を補助。 

 

コ 復興おおちゃん融資制度事業（実施主体：大槌町） 

   上記エ、オ及び津波・原子力災害被災地域雇用創出企業立地補助金の採択を受けた町内事

業者が、補助金が支給されるまでのつなぎ資金として岩手県中小企業向け融資制度を利用し

た場合、町が利子と信用保証料の全額を補助。 

 

 サ 大槌町被災者新築住宅支援事業補助金 （実施主体：大槌町） 

   住宅が全壊（半壊解体含む）した世帯が、町内で新たに住宅を建築する場合に補助する。 

 

（２）法第２条第３項第２号のロの復興推進事業 

 

「共同店舗施設整備事業」 

 

① 事業の効果 

共同店舗のテナントとして再建を希望する被災事業者や新規事業者等が個々に創意工夫し、

共同型の商業施設を建設する。本事業を実施することにより、中心市街地に小売業等の集積が

図られ、商業機能の集積や利便性の高いまちづくりの推進が期待される。 

 

② 雇用等被害地域 

（1）②に同じ 

     

③ 特別の措置 

 

（ア） 本事業を実施する指定事業者に対する法人税又は所得税の課税の特例（法第３７条の

規定に基づく措置） 

 

（イ） 本事業を実施する指定事業者に対する事業税、不動産取得税又は固定資産税の課税免 

除又は不均一課税に伴う措置（法第 43 条の規定に基づく措置） 

 

④ 関連して実施される一般復興事業の内容とその実施主体 

 

ア 津波・原子力災害被災地域雇用創出企業立地補助金（実施主体：経済産業省） 

住民生活を支える商業機能の回復を促進し、住民の帰還や産業立地の促進等を図ることを目

的として、内閣総理大臣の認定を受けたまちなか再生計画に基づき、まちづくり会社等が行う

商業施設等の整備に要する経費を補助する。 
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イ 町方地区津波復興拠点整備事業（実施主体：大槌町） 

町方津波復興拠点地区は、津波復興拠点整備事業により、公益的施設及び商業・製造及び流

通業の立地を誘導し、周辺市街地と調和のとれた良好な都市環境と魅力的な街並みを形成する

とともに、安全で快適な市街地の形成を目指す。 

 

ウ 中小企業等グループ施設等復旧整備補助金（実施主体：経済産業省、岩手県） 

地域コミュニティの維持に不可欠な商業機能を担う商店街等において、被災事業者がグル

ープを形成して復旧・復興事業を行う場合の経費を補助する。 

 

エ 中小企業被災資産復旧事業費補助金（実施主体：岩手県、大槌町） 

   被災事業者に対し、被災資産の復旧に要する経費を補助する。 

 

オ 大槌町起業促進補助金（実施主体：大槌町） 

  町内での起業希望者に対し、起業費用の一部を補助する。 

 

カ 大槌町ＵＩターン就業支援事業助成金（実施主体：大槌町） 

町内への移住・定住及び就業定着を促進するため、一定の要件を満たした大槌町への転入者

へ助成金を交付する。 

 

キ 大槌町観光物産イベント運営費補助金（実施主体：大槌町） 

   各種団体やＮＰＯ等が観光・物産ＰＲの目的で交流人口拡大につなげるため実施するイベ

ント等に対して補助する。 

 

ク おおちゃん融資制度事業（実施主体：大槌町） 

   町内事業者が岩手県中小企業向け融資制度を利用した場合、町が利子の一部と信用保証料

の全額を補助。なお、新規創業者の場合は利子と信用保証料の全額を補助。 

 

ケ 復興おおちゃん融資制度事業（実施主体：大槌町） 

   上記ア、ウ及びエの採択を受けた町内事業者が、補助金が支給されるまでのつなぎ資金と

して岩手県中小企業向け融資制度を利用した場合、町が利子と信用保証料の全額を補助。 

 

６ 当該計画の実施が当該計画の区域における復興の円滑かつ迅速な推進と当該計画の区域の活

力の再生に寄与するものである旨の説明 

 

  本計画に定めた復興推進事業の実施により、単に被災前の状況に戻すのではなく、将来的な

町の経営コストの削減を見据えた持続性の高いコンパクトなまちづくりを推進し、賑わいと活

気に満ちた町の形成を図る。 

このことにより、被災地域における経済の活性化と雇用の創出が見込まれ、計画の区域にお

ける復興の円滑かつ迅速な活力の再生に大きく寄与する。 

 

７ その他 

 

  本計画の作成に際し、法第４条第３項に基づき、岩手県の意見を聴取したが、計画内容に対す 

る意見はなかった。 

 




